
競売物件の情報提供を業とする事業者が、

その会員となって競売物件を買い受けた者と

の間で、競売物件の占有者の退去、共有物分

割訴訟の準備等に関して締結した請負契約が

弁護士法第72条に違反し、民法第90条により

無効とされた事例（東京高裁　平成19年４月

26日判決　原判決取消　請求棄却　Lexis判

例速報22号57頁）

１　事案の概要

Ｘは、会員を募り競売物件の情報提供等を

業とする会社であり、Ｙは建設請負業等を営

む会社である。

競売の対象となった本件土地付建物は、建

物は債務者Ａが所有し、土地は債務者Ａと第

三者Ｂの共有となっていた。Ｂの土地持分に

ついてのＡの利用権原は不明であった。建物

の占有者としては、競売による買受人に占有

権原を対抗できる賃借人Ｃ及び引渡命令の対

象となる６名の者がいた。

ＹはＸの会員となって、本件土地付建物の

競売についての情報提供を受け、平成13年２

月に４億5000万円で裁判所の売却許可決定を

受けた。同月、Ｘとの間で、次の内容の「明

渡し業務請負契約」を締結した。

①　Ｘは、占有権原をＹに対抗できない６名

の占有者と明渡し交渉を行い、本件建物か

ら退去させる。

②　Ｙが本件土地の共有物分割請求訴訟を裁

判所に提起するにつき、その準備を行い、

Ｙに訴訟代理人となる弁護士を紹介し、訴

訟を円滑に遂行させる。

③　ＹはＸに対し報酬として2100万円（消費

税込み）を支払う。

６名は平成13年７月までに退去し、Ｙは同

年１月及び６月に、Ｘに対し報酬として700

万円ずつを支払った。

また、ＹはＣとの間で「建物明渡に関する

和解書」を同年10月に締結し、Ｃに460万円

を支払った。

他方、ＹはＸから紹介を受けたＰ弁護士を

訴訟代理人として本件土地の共有物分割請求

の訴え（訴訟１）を提起し、平成14年４月に

本件土地の競売を命ずる判決が確定した。

ところが、この判決に基づきＹが申立てた

競売手続において、平成15年６月にＤが本件

土地の買受人となり、同年11月、Ｙを相手取

って建物収去・土地明渡を請求する訴え（訴

訟２）を提起した。ＹはＰ弁護士に訴訟２の

遂行を委任し、平成16年４月、ＹがＤに5650

万円を支払って土地を買い戻すことで解決し

た。

同年12月、ＹはＸに、報酬残額700万円か

ら、競売申立費用の一部として69万円余、訴

訟２に係る弁護士費用200万円及び本件土地

の所有権移転登記申請費用60万円を控除した

残額を支払った。

Ｘは、Ｙに対し、報酬額の未払い分の支払

を請求する訴えを提起した。
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２　判決の要旨

第一審はＸの請求を認容したが、控訴審は、

次のように述べて原判決を取り消し、Ｘの請

求を斥けた。

①「明渡し業務請負契約」に基づくＸの行為

の弁護士法第72条本文該当性

Ｙは、Ｘの代理人として、本件建物の明渡

しに関する交渉を行い、明渡しを内容とする

和解を成立させ、また、Ｙが本件土地（共有

地）の分割請求訴訟を提起する準備を行い、

弁護士を紹介して訴訟を円滑に進行させ、約

定の報酬の相当部分の支払を受けたものであ

るから、Ｘの行為は弁護士法第72条本文にい

う「報酬を得る目的で訴訟事件、非訟事件

（中略）その他一般の法律事務に関して（中

略）代理、（中略）和解その他の法律事務を

取り扱い、又はこれらを周旋すること」に当

たる。

②Ｘの行為の業務性

Ｘの会員となり、Ｘから関東圏での競売物

件の詳細記録の提供を受ける顧客はＹに限ら

れるものではなく、複数の会員が存在する。

また、Ｘが提供した競売対象物件に関する

情報に関し、当該物件に興味を覚えた会員か

らＸに対し照会があった際に、Ｘが自己の実

績を宣伝しつつ当該物件の占有者の排除を請

け負うまでの行為の態様は、Ｘが行っている

会員制の競売情報提供システムと密接な関係

があり、また、Ｘが入手した競売対象物件に

関する情報に基づき自ら買受人となって占有

者の排除を行うというＸの業務とも密接な関

連性、同質性がある。

よって、Ｘは反復の意思をもってＹとの

「明渡し業務請負契約」に基づく法律事務の

取扱い等をしたものであり、それゆえに業務

性があるというべきである。

③弁護士法第72条に違反する契約の無効性

ＹがＸとの間で「明渡し業務請負契約」を

締結して前記の行為を行ったことは、弁護士

でない者が、報酬を得る目的で、業として、

弁護士法第72条本文所定の法律事務を取り扱

い、その周旋を行ったことに当たり、同条本

文に違反するといわざるを得ない。Ｘ－Ｙ間

の本件契約は、同条違反の法律事務の取扱い

の根拠となるものであり、本件契約を有効と

することは、同条本文に違反する行為が繰り

返されることを是認することに他ならない。

したがって、本件契約は、同条本文に違反

する事項を目的とする契約として民法第90条

により無効というべきである。

３　まとめ

弁護士法第72条本文に違反する事項を目的

とする契約が民法第90条により無効となるこ

とについては、既に最一小判昭和38年６月13

日があり、重要な先例となっている。

本判決は、競売物件の占有者の退去に関す

る請負契約が弁護士法第72条に違反し、民法

第90条により無効とされた事例として参考に

なるものである。

競売物件でない一般の賃貸住宅、マンショ

ンの占有者の退去に関して管理業者が関与す

ることは往々にしてあると思われるが、本判

決を参考に十分な注意が必要であると思われ

る。

（総括主任研究員）
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